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1 ．緒　言

　発泡ポリスチレンは隙間の多い構造をしているた

め，非常に軽量で高い断熱性や衝撃吸収性を有してい

る。食品トレーや緩衝梱包材，建築物の断熱材など，

その利用は多岐にわたり，現代生活の必需品となって

いる。

発泡ポリスチレンはスチレンモノマーや発泡剤などを

原料として製造されており，中には極少量で人体に
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要　旨

　発泡ポリスチレンをトルエンとリモネンの 2種類の溶媒にそれぞれ溶解させ，発生した化学物質の定性，
定量を TD-GC/MSを用いて行った。その結果，発泡剤として使用されているペンタン， 1-クロロ -1, 1-ジフ
ルオロエタン，ジクロロエタンや，ポリスチレンの主原料物質であるスチレンが検出された。溶媒の違いや
時間経過による変化が見られないことから，これらの物質は反応などによって生成したものではなく，発泡
剤によって作られた発泡ポリスチレン内の隙間の中に残留していたものであると考えられた。また放散され
うるスチレンの量は最大で発泡ポリスチレンあたり 5.07× 10－2 wt.%と求められ，断熱材として家の外壁等
に使用された場合，スチレンの室内濃度は 10.1μg/m3となることが試算された。

Abstract

　The potential emission of  chemicals from expanded polystyrene, which is commonly used as insulation in 
houses, was investigated. Two types of  polystyrene were dissolved with toluene and limonene, and the emitted 
chemicals were analyzed by TD-GC/MS. Emissions of  styrene monomer and expanding agents (i.e. pentane, 
dichloroethane, and 1-chloro-1,1-difluoroethane) were confirmed irrespective of  solvents or reaction time. The 
results suggested that these chemicals were residues contained within the expanded polystyrene, not products 
from the reaction between the polystyrene and the solvents. The maximum styrene monomer content was 5.07×
10－2 wt.%. If  the emission of  styrene monomer residues from expanded polystyrene used as insulation were to 
occur at a constant rate for 30 years, the estimated indoor steady state concentration would be 10.1 μg/m3.
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悪影響を与える物質として室内濃度指針値が設定さ

れているスチレンやエチルベンゼンなどが用いられ

ている 1）。主原料物質であるスチレンモノマーの毒性

については，動物実験による様々な報告をはじめ，

ヒトの短期曝露，長期曝露に対する調査もなされて

いる 2）。さらに国際がん研究機関（IARC）により発

ガン性 2B が設定されている。職業安全衛生局およ

び米国産業衛生専門家会議は許容濃度（PEL, TLV）

として 50 ppm（215 mg/m3 ），短時間曝露許容濃度

（STEL）として 100 ppm（426 mg/m3 ）を，日本でも日

本産業衛生学会より曝露許容濃度として 50 ppmが定

められている。スチレンは室内環境中の濃度の低減化

を求められている物質の一つである。

　一方で発泡ポリスチレンからの有害物質，とくにス

チレンの放散についての報告もされ始めている。中田

らは食品包装材として用いられているものからスチレ

ンダイマーやトリマーが溶出したことを報告した 3）。

また内山らは断熱材として用いられている発泡ポリス

チレン表面からのスチレン， l-クロロ -1,1-ジフルオロ

エタン（HCFC-142b），ペンタンの放散を報告した 4）。

しかし，現時点では発泡ポリスチレンからのスチレン

の放散の報告は少ない。

　発泡ポリスチレンからスチレンなどの有害物質が環

境中に放出される可能性として，他の化学物質に接触

することに起因する状態の変化や化学変化などが考え

られる。例えば発泡ポリスチレンは有機溶媒に溶解す

ることが知られており，リモネンを用いて発泡ポリス

チレンを溶解させ，回収およびリサイクルする装置が

開発されている 5）。

　そこで本研究では発泡ポリスチレンの溶解により，

実験的にどのような物質がどの程度放散されるかを定

性的および定量的に測定し，室内環境中に存在する発

泡ポリスチレン由来の化学物質が居住空間内に最大限

どの程度の濃度になるか評価することを目的とし，以

下のような実験を行った。

2 ．実　験

2 . 1　対象物質

　発泡ポリスチレンは押し出し法とビーズ法の 2種

類の発泡法によって製造されているので，測定対象試

料として，両製造法によるポリスチレンを選択した。

これに溶媒としてトルエン，リモネンの 2種類を選

択した。リモネンは緒言に記載の通り発泡ポリスチレ

ンを溶解させる物質であり，トルエンは溶剤として一

般的に使用され，居住空間内にも日常的に存在する物

質である。ポリスチレンは市販のもの（断熱材用，密

度 42.3 kg/m3 ）を用い，実験に用いるまでは購入時の

ままビニール袋の中に密閉，保管した。

2 . 2　捕集

　本研究で使用したサンプラーは吸着剤として，低

沸点成分（C2～ C5）用の Carboxen 564（スペルコ社

製），中沸点成分（C5～ C12）用の Carbotrap B（スペ

ルコ社製），高沸点成分（C12～ C20）用の Carbotrap C

（スペルコ社製）の 3種類の吸着剤を用い，それぞれ

0.080 g， 0.071 g， 0.42 g秤量してステンレス捕集管

に詰めた。吸着剤の間にグラスウールを挿入して仕切

りを作り，また両端には金属製のガーゼを入れ，中身

が外側にもれないようにした。捕集管は 2個直列に

接続することにより，捕集部と破過部を設けた。

2 . 3　実験方法

　Fig.1aに示すような実験装置を用いて発泡ポリス

チレンから発生する化学物質の捕集を行った。洗浄

ビン（250mLガス洗浄ビン，円筒フィルター，柴田

科学機械工業製）の中で発泡ポリスチレン（ビーズ法

発泡ポリスチレン（白色）は 60 cm3，押し出し法発泡

ポリスチレン（青色）は 30 cm3）を溶媒 30 mLに溶解

させた。発泡ポリスチレンから発生する全量を測定

するため，サンプリングは気相と液相の両方を行っ

た。気相については実験開始から 2時間後，ポンプ

（MP-15CF，柴田科学製）を用いて洗浄ビン内の気相

を吸引（捕集流量 120 ml/min，捕集時間 20 min）し，

含まれる化学物質を捕集管に吸着させた。実験は室温

（エアコンによりおおよそ 20℃に設定）条件下で行っ

た。また液相については時間経過によりポリスチレン

のポリマー鎖が切れてモノマーが発生する可能性があ

る。よって実験開始から 2時間後及び 24時間後の液

相 30μLをパスツールピペットを用いてサンプリン

グした。サンプリングした液相中には鎖状の長いポリ

マーが存在しており， GC/MSのカラムを詰まらせて

しまう可能性があるので，サンプリングした液相をガ

ラス管の中に詰め込んだグラスウールに打ち込み，ポ

ンプを用いて吸引し，蒸発した化学物質を捕集管に吸

着させた（Fig.1b参照）。

2 . 4　分析方法

　分析は微量分析が可能な TD-GC/MS法を用いた。
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分析条件を Table1に示す。

2 . 5　解析方法

　検出物質の定性は National Institute of  Standards 

and Science （NIST）のライブラリによる検索により，

適合率が 80%以上になるものを同定物質とした。適

合率が条件を満たすものでも実験データのマススペク

トルとライブラリのマススペクトルを比較し，確認を

行った。また，検出が予め予想されていたスチレンモ

ノマーについてはスチレンモノマー標準溶液（シグマ

アルドリッチ社製）によって作成した検量線を用いて

定量を行った。スチレンの定量下限値及び検出下限値

はそれぞれ 8.95× 10 －1 ng及び 2.68× 10 －1 ngであっ

た（室内大気分析用 VOC混合標準溶液（52種）を用い

た場合）。その他の同定物質についてもスチレンモノ

マー検量線の値を用いて，検出されたアバンダンスか

らスチレン換算値として定量を行った。

　検出された各化学物質について，捕集管の破過部か

ら定量された値が捕集部の 10%を超えた場合，破過

が生じていると考え，定性のみを行うこととした。

3 ．結果

3 . 1　ビーズ法発泡ポリスチレンからの発生

　ビーズ法発泡ポリスチレンのトルエンおよびリモ

ネンへの溶解によって検出された化学物質のポリスチ

レン 1.00 gあたりの発生量を Table2, 3に示す。ペン

タン，スチレンの 2種類の物質が検出された。ペン

タンは発泡剤として，スチレンは発泡ポリスチレンの

原料として使用されている物質である。また，ペンタ

Fig.  1  Experiment

Table 1 Condition of  TD-GC/MS

Instrument ATD400 （Perkin Elmer Japan）
Primary desorption 320℃ , 10 min

Secondary desorption 300℃ , 10 min
Ratio of primary split None

Ratio of secondary split 1:10～ 1:15
Inlet pressure 13～ 14 psi

Temperature of transfer line 225℃
Purge time 1.0 min

GC HP6890Series （Hewlett Packard）
Column HP5-MS

Condition of warm-up of 
Column

50℃ （5 min) → （2.5℃ /min) →
170℃→（15℃ /min) → 280℃

MS HP5973Series（Hewlett Packard)

Table  2  Compounds emitted by dissolution of  expanded polystyrene (beads method) into toluene.
　　　　Abundance of  chemicals by the dissolutions of  expanded polystyrene (beads method) 

into toluene per 1.00 g of  the polystyrene.

（a） Compounds contained in gas phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
Pentane 7.09 × 102 7.80 × 102 1.49 × 103 1.10
Styrene 3.83 × 102 41.4 4.25 × 102 0.11

（b） Compounds contained in liquid phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
Pentane 8.36 × 104 4.50 × 104 1.29 × 105 0.54
Styrene 9.91 × 105 2.10 × 104 1.01 × 106 0.02

（c） Compounds contained in liquid phase after 24 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
Pentane 1.08 × 105 1.29 × 105 2.37 × 105 1.20
Styrene 7.37 × 105 N.D. 7.37 × 105 0.00
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ンでは全ての場合において，スチレンでも実験開始 2

時間後の場合において破過部 /捕集部比が 10%を超

え，破過が確認された。

3 . 2　押し出し法発泡ポリスチレンからの発生

　押し出し法発泡ポリスチレンのトルエン，リモ

ネンへの溶解によって検出された化学物質のポリス

チレン 1.00 gあたりの発生量を Table4, 5に示す。

HCFC-142b，ジクロロエタン，スチレンの 3種類の物

質が検出された。 HCFC-142b，ジクロロエタンにつ

いては発泡剤として，スチレンについては発泡ポリ

スチレンの原料として使用されている物質である。ま

た， HCFC-142b及びジクロロエタンについては破過

の発生などにより定量出来なかった。スチレンはトル

エンに溶解させたとき実験開始 2時間後の気相の値

に破過が確認されたが，それ以外では破過は確認され

なかった。

4 ．考察

4 . 1　製法の違いによる発生物質の比較

ビーズ法と押し出し法の 2つの製法による発生物質を

Table2~5に示す。溶媒がトルエン，リモネンのどち

らの場合においても，ペンタンはビーズ法発泡ポリス

チレンからのみ発生しており，逆に HCFC-142bとジ

クロロエタンは押し出し法発泡ポリスチレンから発生

していることが確認できる。これらの物質は発泡ポリ

スチレンの発泡剤として使用されている物質である。

Table  4  Compounds emitted by dissolution of  expanded polystyrene (extrusion method) into toluene.
　　　　Abundance of  chemicals by the dissolutions of  expanded polystyrene (extrusion method) 

into toluene per 1.00 g of  the polystyrene.

Table 3   Compounds emitted by dissolution of  expanded polystyrene (beads method) into limonene.
　　　　Abundance of  chemicals by the dissolutions of  expanded polystyrene (beads method) 

into limonene per 1.00 g of  the polystyrene.

（a） Compounds contained in gas phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
Pentane 1.26 × 104 52.6 1.27 × 104 0.004
Styrene 1.19 × 103 N.D. 1.19 × 103 0.00

（b） Compounds contained in liquid phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
Pentane 9.36 × 105 N.D. 9.36 × 105 0.00
Styrene 5.06 × 105 N.D. 5.06 × 105 0.00

（a） Compounds contained in gas phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
HCFC-142b 4.18 × 102 5.39 × 102 9.57 × 102 1.29

Dichloroethane 81.3 57.3 1.38 × 102 0.70
Styrene 6.24 × 102 1.01 × 102 7.25 × 102 0.16

（b） Compounds contained in liquid phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
HCFC-142b N.D. N.D. N.D. －

Dichloroethane N.D. N.D. N.D. －
Styrene 1.07 × 106 3.37 × 104 1.11 × 106 0.03

（c） Compounds contained in liquid phase after 24 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
HCFC-142b N.D. N.D. N.D. －

Dichloroethane N.D. N.D. N.D. －
Styrene 8.79 × 105 N.D. 8.79 × 105 0.00
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4 . 2　溶媒の違いによる発生物質の比較

　溶媒がトルエンおよびリモネンの場合の発生物質

を Table2~5に示す。溶媒の違いによる発生する物質

に違いが無いことが確認できる。また 2時間経過後

で両者を比較した場合，溶媒によって発生量はやや異

なっているが，大きな違いは見られない。したがって

発生物質は反応等のプロセスによって生じたものでは

なく，単に発泡ポリスチレンの中に残留していたもの

であると示唆された。

4 . 3　時間の経過による液相のスチレン量の変化

　ビーズ法発泡ポリスチレンと押し出し法発泡ポリス

チレンをそれぞれトルエンに溶解させて 2時間後と

24時間後の液相に存在するスチレンを Fig.2に示す。

いずれの発泡ポリスチレンもトルエンに対しては 10

分程度で溶解するのに対し， 24時間後のトルエン中

のスチレン量に直線的な増加が見られず，かつ発生量

も全ポリスチレン量に比べて 1000分の 1以下である

ことから，スチレンの発生の大部分はポリスチレンの

鎖が切れたことによって生じたものでは無く，単に発

泡ポリスチレン内に残留していたスチレンであること

が示唆された。

5 ．スチレンの室内濃度の試算

　前述のように，有機溶媒（リモネン，トルエン）が

ポリスチレンと反応して有害な物質であるスチレンを

生成するような反応はその寄与が小さいか，あるいは

起こっておらず，発生したスチレンの大部分はポリス

チレン内部に含まれていたものが溶出したものである

と考えられる。従って，実験に使用した発泡ポリスチ

レンからは，スチレンが時間の経過とともに徐々に環

境中に放散される可能性があり，本実験は結果的にこ

の加速試験を行ったものであると位置づけることがで

きる。そこで，発泡ポリスチレンが家屋の断熱材とし

て使用された場合を想定し，実験において発生したス

チレンの全量がある期間をかけて一定速度で室内に放

散されると仮定して，室内空気にどのような影響を与

えるかを検討した。スチレン溶出量は実験間にそれほ

ど大きな差はないが，ここでは得られた結果の範囲の

最悪ケースを想定する為，ビーズ法発泡ポリスチレン

をリモネンで溶解させた場合の実験結果を採用した。

この場合発泡ポリスチレン重量比 5.07× 10－2 %のス

チレンが放散されると試算される。この値を用いて，

ある平均的な一戸建て家屋から断熱材として用いられ

ていた発泡ポリスチレンから一般的に建物の寿命であ

る 30年間一定の放散量で放散された場合，室内濃度

Table  5  Compounds emitted by dissolution of  expanded polystyrene (extrusion method) into limonene.
　　　　Abundance of  chemicals by the dissolutions of  expanded polystyrene (extrusion method) into 

limonene per 1.00 g of  the polystyrene.

Fig.  2  Changes in abundance of  chemicals from expanded 
　　　  polystyrene by reaction time.
　　　 A linear increase of  styrene abundance was not observed.

（a） Compounds contained in gas phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
HCFC-142b 4.36 × 104 4.48 × 104 8.84 × 104 1.03

Dichloroethane 2.77 × 103 3.03 × 103 5.80 × 103 1.10
Styrene 4.27 × 102 19.8 4.47 × 102 0.05

（b） Compounds contained in liquid phase after 2 hours
Abundance [ng/g] Breakthrough / 

CollectionCollection Breakthrough Total
HCFC-142b 4.43 × 104 6.69 × 104 1.11 × 105 1.51

Dichloroethane N.D. N.D. N.D. －
Styrene 2.62 × 105 N.D. 2.62 × 105 0.00
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がどの程度になるかの試算を行った。今回は断熱材と

して使われているもののみを仮定しているので，部屋

を仕切る壁は考慮しないこととした。

　まず，外壁の中に存在する発泡ポリスチレンの質量

を求めた。平成 11年度における住宅の総床面積を全国

の住宅戸数で割ると 6）， 1戸あたりの床面積 97.5 m2が

算出され， 1辺の長さは 9.87 mとなる。天井までの

高さを 2.40 m とすると，室内空間の容積は 2.34 ×

102 m3，表面積（壁，床，天井）は 2.90× 102 m2とな

る。断熱材の厚さを 50.0 mmとし，壁，床，天井に

入れるとすると，その体積は 14.5 m3と計算される。

発泡ポリスチレンの密度を実験で用いた試料の値

42.3 kg/m3とすると，質量は 6.13× 102 kgとなる。

　続いて発泡ポリスチレンから放散されるスチレンの

量を試算した。この発泡ポリスチレンから質量比 5.07

× 10－2 %のスチレンが 30年間一定の速度で放散され

るとすると，その放散速度は 4.08μg/m2 /hとなる。

また室内空間を完全混合状態とし，換気回数を 0.50 /h

とすると，室内のスチレンの定常状態における濃度は

10.1μg/m3となる。旧厚生省の平成 10年度における

居住空間中の揮発性化合物の全国実態調査によると，

スチレンの室内濃度の平均値は 4.9μg/m3となり 7），

試算された定常状態における濃度より低い値となっ

ているが，スチレンの室内濃度の指針値は 220μg/m3

であるため，定められた指針値よりは 20分の 1以下

と，非常に低濃度であるといえる。

　だがこの濃度の試算値は過大評価または過小評価を

している可能性がある。過大評価をしている場合とし

ては，実際建物を解体する際に断熱材の構造が崩壊さ

れていることは確認されているが，完全に消失してし

まっていることは無いため，発泡ポリスチレン内部の

スチレンが全て放散されているということは考えにく

い。また過小評価をしている場合としては，今回の試

算においてはスチレンが一定の速度で放散されてい

るとしたが，実際には初期段階では高い放散速度と

なり，時間経過とともに減衰していく過程が考えられ

る。よって新築時やリフォーム直後などは試算濃度よ

り高くなっている可能性がある。

6 ．結論

　ビーズ法発泡ポリスチレンと押し出し法発泡ポリス

チレンをトルエンまたはリモネンに溶解させて，そこ

から発生する化学物質の定性及び定量を行った。その

結果発泡剤として用いられていることが予測できるペ

ンタン， HCFC-142b，ジクロロエタン，ポリスチレ

ンの原料であるスチレン，さらにスチレンの原料と考

えられるエチルベンゼンの発生が確認された。定量

されたスチレンの量に，時間の経過による直線的な増

加が確認されないことから，発生したスチレンの大部

分は発泡剤によって作られた発泡ポリスチレンの隙間

の中に残留していたものであることが示唆された。ま

た，居住環境中に断熱材として発泡ポリスチレンを使

用した場合，発泡ポリスチレンから放散されるスチレ

ンの室内空気中濃度は 10.1μg/m3と推定された。
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